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■ 法定相続情報証明制度
相続人が登記所（法務局）に必要な書類を提出することで、法定相続人が誰であるのかを証明できる制度です。
これまでは相続に関する各種手続きに戸籍謄本の束を用意する必要がありましたが、この制度を利用して「法
定相続情報一覧図」を作成することにより、何度も戸籍謄本を提出する必要がなく手続の負担が軽減されます。
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●本制度を利用しない場合

Ａ銀行(預金払戻)

登記所(相続登記)

戸籍書
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返却

返却 Ｂ銀行(預金払戻)

あなたの相続手続を応援します︕

必要書類の収集

ＳＴＥＰ１

法定相続情報
一覧図の作成

ＳＴＥＰ２

申出書の記入・
登記所へ申出

ＳＴＥＰ３

～法定相続情報証明制度の手続の３ＳＴＥＰ︕～

法定相続情報一覧図
の写しの交付

相続登記の申請（令和６年４月１日から義務化）をはじめとする各種相続手続に利用するこ
とができる「法定相続情報証明制度」。この制度を利用することで、各種相続手続で戸除籍謄
本の束を何度も出し直す必要がなくなります（※）。

※ 相続手続で必要となる書類は、各機関で異なりますので、必要な書類は提出先となる各機関にご照会ください。

制度の概要

手続の流れ

不動産の相続登記
をお忘れなく︕

法定相続情報証明制度の詳しい手続は、 でもご覧いただけます。法務局ホームページ

戸除籍謄本等の束の代わりとして
各種相続手続へお使いください。

（令和６年４月１日改訂）

法定相続情報
一覧図の写し
(無料で必要な
通数を交付)

令和６年４月１日から、
法務局で行う不動産登
記の申請等手続では、
申請書に法定相続情報
番号を記載することで、
一覧図の写しの添付を
省略できます︕

さらに︕

●本制度を利用した場合
相続手続がいくつもある
場合にお勧めです。手続
が同時に進められ、時間
短縮につながります。

ポイント︕


